








（単位：円）

貸　借　対　照　表　科　目 場 所・物 量 等 使 用 目 的 等 金 額
Ⅰ　資　産　の　部
　１　流　動　資　産
　　現　金 手元保管 運転資金として 34,219
　　預　金 普通預金
　　　普通預金　 七島信組 神津島支店 2023056 運転資金として 10,741,781
　　　普通預金　 七島信組 神津島支店 2040680 運転資金として 0
　　未収金　　 事業収入等に対する未収額 事業収入の受託料金等 7,423,501
　　貸倒引当金 受託料金の回収不能見込み額 △ 45,431
　　　　流　動　資　産　合　計 18,154,070

　２　固　定　資　産
　　（１）特定資産
　　退職給付引当資産 定期預金 七島信組 神津島支店 職員退職給付引当金見合の引当資産として 691,660

管理している
　　減価償却引当資産 定期預金 七島信組 神津島支店 減価償却累計額見合の引当資産として管理 6,363,406

している
　　特定費用準備資金 定期預金 七島信組 神津島支店 消費税増税対策の為の積立資産として 3,800,000

管理している
　　　　特定資産合計 10,855,066

　　（２）その他の固定資産
　　建物 事務所倉庫 公益目的保有財産として使用している 1,650,949
　　車両運搬具 車両８台 公益目的保有財産として使用している 1,300,756

車両１台 91.5％は公益目的保有財産として事業に、 562,082
8.5％は法人管理業務に使用している

　　什器備品 エアコン 90％は公益目的保有財産として事業に、 1
10％は法人管理業務に使用している

　　電話加入権 電話２本 90.8％は公益目的保有財産として事業に、 152,880
9.2％は法人管理業務に使用している

　　預託金　 法定リサイクル料 公益目的保有財産として使用している 44,570
　　　　その他の固定資産合計 3,711,238

　　    固　定　資　産　合　計 14,566,304
　　　　資　産　合　計 32,720,374

Ⅱ　負　債　の　部
　１　流　動　負　債
　　未　払　金　　 ３月分配分金等 事業費用の配分金等 4,444,884
　　預　り　金　　 所得税等 所得税等の支払分 208,988
　　　　流　動　負　債　合　計 4,653,872

　２　固　定　負　債
　　退職給付引当金 職員退職金 職員退職金の積立てとして 691,660
　　　　固　定　負　債　合　計 691,660
　　　　負  　債  　合  　計 5,345,532
　　　　正  　味　  財　  産 27,374,842

財　　　産　　　目　　　録
令和5年３月３１日現在



(単位：円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

662,540 29,120 0 691,660
6,135,441 757,164 529,199 6,363,406

0 3,800,000 0 3,800,000
6,797,981 4,586,284 529,199 10,855,066

(単位：円)

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当

(うち一般正味財
産からの充当

（うち負債に対応
する額）

691,660 － － (691,660)
6,363,406 － (6,363,406) －
3,800,000 (3,800,000)

10,855,066 － (10,163,406) (691,660)

(単位：円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

5,731,344 3,868,506 1,862,838
1,700,000 1,699,999 1

建物 2,445,850 794,901 1,650,949
9,877,194 6,363,406 3,513,788

１　重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
　車両運搬具、什器備品、建物…定額法により減価償却を行っている。

（２）引当金の計上基準
　貸倒引当金…未収金の貸倒損失に備えるため、期末債権残高に一定率を乗じて算出した金額を計上している。

　　　共済給付額を控除した金額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

２　特定資産の増減額及びその残高

　退職給付引当金…職員の退職給付に備えるため、期末退職給付要支給額に相当する金額から中小企業退職金

　消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
科　　　　目

退職給付引当資産

科　　　　目

減価償却引当資産

合　　　　計

３　特定資産の財源等の内訳

　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　目

特定費用準備資金

特定費用準備資金

合　　　　計

車両運搬具
什器備品

退職給付引当資産
減価償却引当資産

合　　　　計

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末の残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。



(単位：円)

補助金等の名称 交　付　者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分
補助金
　連合交付金
　（国庫補助金）

（財）東京しごと財団 0 6,139,000 6,139,000 0 －

　村補助金 神津島村 0 16,600,000 16,600,000 0 －
　財団助成金 （財）東京しごと財団 0 200,000 200,000 0 －

0 22,939,000 22,939,000 0 －

691,660 円
691,660 円

29,120 円
656,000 円
685,120 円

　　　　　　退職給付費用に計上した額は、次のとおりである。

　　　　　　職員の退職給付に備えるため、期末退職給付要支給額に相当する金額から中小企業退職金共済給付額
　　　　　　を控除した金額を引当金計上している。

５　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　（３）退職給付費用に関する事項

　　　①勤務費用
　　　②中小企業退職金共済掛金
　　　③退職給付費用（①+②）

　　（１）採用している退職給付制度の概要

　　（２）退職給付債務及びその内訳
　　　①退職給付債務
　　　②退職給付引当金

合　　　　計

６　退職給付関係
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